
（単位：千円・％）

増減額 伸び率

一般会計 39,830,000 38,830,000 1,000,000 2.6

特別会計（５会計） 15,795,400 15,136,300 659,100 4.4

企業会計
（水道・下水道・病院）

8,755,000 8,777,000 ▲ 22,000 ▲ 0.3

合計 64,380,400 62,743,300 1,637,100 2.6

比較区 分 令和６年度 令和５年度

令和６年度 袋井市当初予算（案）の概要
１ 市政運営の基本方針

２ 予算規模
◇ 一般会計の総額は、398億3,000万円。
予算規模は過去最大で前年度と比べると10億円、2.6％の増となりました。

◇ 児童手当や子ども医療費助成など社会保障の多様化に伴う扶助費の増加（7.7億
円）、人事院勧告などに伴う人件費の増加（4.6億円）、まちじゅう図書館推進事業
の実施などにより物件費が増加（1.1億円）する一方で、月見の里学遊館の大型改修
の完了等により投資的経費が減少（2.7億円）しています。

◇ 特別・企業会計を含めた総額は643億8,040万円で、前年度と比べると、
16億3,710万円、2.6％の増となりました。

（３）地域の活性化を図る新たな産業支援

1

資料１－１
SMILE CITY
FUKUROI

デジタル活用により、市民生活の変革を促し、市民
の「住みやすさ」の向上を目指します。

【新規】クラウンメロン経営継承への
支援制度創設 336万円

【新規】ふくろいビジネスプランコンテストの開催 300万円
【新規】ふくろいスタートアップツアーの誘致 100万円

３ 主な新規・拡充事業
（１）安心で魅力的なにぎわいのあるまちづくり （２）デジタルを活用した市民生活の変革

〇本市は「チャレンジ＆スマイル」を合言葉に、市民と共に明るい未来を切り拓く市政を運営してきました。
〇令和６年度は「成果の見える化」と「建設的な対話」の２つを軸として、「チャレンジ＆スマイルの好循環」を促進します。
これまでのチャレンジから得た貴重な経験や学びを市民の皆さまと共有化する「成果の見える化」により、次なるチャレンジの励みとします。

また、価値観が多様化する社会環境の中、相互理解を深化させるための「建設的な対話」から生まれたアイデアを原動力として様々な取り組みを加速さ
せていきます。

～チャレンジ＆スマイルの好循環に向けて～

【新規・拡充】Fukuroi Central Park構想の推進
（遊水池公園の整備など） 4億4,000万円

【新規】海のにぎわい創出プロジェクト 2億3,579万円
【新規】多文化共生推進事業（ニーズ調査等 ） 150万円

【新規】まちじゅう図書館の導入 2億円
【新規】道路・公園照明灯のLED化とスマートライティング

システムによる一元管理 1億8,400万円
【新規】ワンストップ窓口の導入 2,644万円

地域産業の活性化や持続的な発展に向け、新たな挑
戦やつながりの創出を支援し、地域の「稼ぐ力」の向
上を目指します。

都市機能の充実強化による「安心」の向上と、憩いの
場の整備やにぎわいづくりにより「魅力」の向上を目指
します。



一般会計予算フレーム【歳入】
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Ｒ５当初 Ｒ５決算見込 Ｒ６当初

その他

市債

繰入金

国県支出金

地方交付税

譲与税・交付金

市税

【市税】
◇個人市民税 ▲3.1億円（49.1→46.0）【▲6.4％】

◇法人市民税 ▲0.8億円（10.6→ 9.8） 【▲7.4％】
◇固定資産税 ▲0.8億円（72.7→71.9）【▲1.2％】
◇都市計画税 ▲0.1億円（13.3→13.2）【▲0.8％】
◇軽自動車税 0.1億円（ 3.5→  3.6）【1.9％】

【譲与税・交付金】
◇地方特例交付金 4.3億円（1.3→5.6）
◇株式等譲渡所得割交付金 0.7億円（0.7→1.4）

【地方交付税】
◇普通交付税 1.1億円（29.4→30.5）

【市債】
◇教育債(小学校施設⾧寿命化等) 4.0億円（ 1.6→5.7）
◇脱炭素化推進事業債 2.3億円（ 皆増）
◇公共施設等適正管理推進事業債▲9.4億円（14.4→5.0）
◇臨時財政対策債 ▲2.4億円（ 4.0→1.6）

【繰入金】
◇財政調整基金 2.1億円（11.8→13.9)
◇公共施設等適正管理基金 0.4億円（ 1.5→ 1.9)

【国県支出金】
◇物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
（給付金・定額減税一体支援枠分） 3.6億円（皆増）
◇子どものための教育・保育給付費負担金

3.1億円（18.2→21.2）
◇児童手当負担金 2.9億円（11.1→14.0）
◇学校施設環境改善交付金 1.7億円（0.9→2.6）
◇障害者自立支援給付費負担金 1.4億円（12.6→14.0）

◇社会資本整備総合交付金 0.9億円（4.4→5.3）

◇デジタル田園都市国家構想交付金 0.5億円（0.8→1.3）
◇新型コロナワクチン接種関連負担・補助金

▲4.2億円（皆減）

10.0

単位：億円

①国の令和５年度補正予算【繰越】
・国庫支出金（小中学校の照明LED化） 1.0億円
・補正予算債 1.9億円
②袋井駅南都市拠点土地区画整理事業【繰越】
・国庫支出金 0.8億円
・土木債 0.7億円 など

当初比増減要因（主なもの）
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一般会計予算フレーム【歳出（性質別）】
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公債費

投資的経費

繰出金

補助費等

扶助費

物件費

人件費

【公債費】
◇公共事業等債元金 0.6億円（4.5→5.1）
◇合併特例債元金 ▲2.3億円（6.6→4.3）

【人件費】
◇人事院勧告に伴う職員給与費等の増 2.0億円（19.5→21.5）
◇退職手当 1.1億円（ 0.2→ 1.3）

【物件費】
◇まちじゅう図書館推進事業 2.0億円（皆増）
◇物価高騰に伴う施設維持管理コストの増 1.6億円
◇教科書改訂に伴う教科書等購入事業 0.7億円（0.0→0.7）
◇放課後児童クラブ運営事業 0.5億円（2.8→3.3）
◇新型コロナワクチン接種事業 ▲3.2億円

【扶助費】
◇児童手当 2.9億円（16.0→18.9）
◇障害者自立支援給付費 1.9億円（16.8→18.7）
◇子どものための教育・保育給付費 1.5億円（28.0→29.5）
◇子ども医療費助成 0.8億円（ 4.3→ 5.1）
◇生活保護費 0.7億円（ 8.6→ 9.3）

【投資的経費】
◇Fukuroi Central Park構想の推進 4.1億円 (0.3→4.4）
◇小学校⾧寿命化事業（３Rプロジェクト） 4.0億円（皆増）
◇月見の里学遊館大規模改修事業 ▲10.3億円（皆減）
◇袋井市静岡モデル防潮堤整備事業 ▲2.4億円（3.4→1.0）

【補助費等】
◇定額減税補足給付金 3.2億円（皆増）
◇袋井市森町広域行政組合分担金

（ごみ処理費） 0.6億円（9.3→  9.9）
◇保育体制強化事業費補助金 0.4億円（皆増）

単位：億円 10.0

①国のR５年度補正予算に伴うもの 2.9億円
（小中学校のLED照明工事）

②袋井駅南土地区画整理事業 2.3億円
③秋田川排水区整備事業 1.6億円
④ふくろい応援商品券発行事業（第５弾）1.2億円 など

【災害復旧費】
◇準用河川中沢川復旧事業 ▲1.1億円（皆減）
◇市道大谷幕ヶ谷線復旧事業 ▲0.2億円（1.8→1.6）
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【令和６年度当初予算】各種財政指標等の推移
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地方債現在高（一般会計）
・月見の里学遊館改修
・小中学校ＬＥＤ化
・災害復旧事業

健全財政確保のための目標

目標１ 経常収支比率は92％未満とする。

目標４ 実質単年度収支を２年連続で赤字にしない。

目標３ 実質的なプライマリーバランスを維持する。

早期健全化基準（イエロー） 350％

一般会計が将来負担すべき実質的な負債（組合・企業会計等含む）の標準財政規模に対する比率
（例：家族全員の借金総額が１年間の給与収入に占める割合）

将来負担は減少傾向
将来負担比率

駅南地区まちづくり事業の拡大に伴う増
地方債残高(普通会計）

億円

％

総合体育館整備事業の債
務負担行為設定に伴う増

※令和５年度は決算見込。令和６年度は予算額（各種比率については決算見込）。

・浅羽中学校校舎改築
・教育会館整備
・袋井西コミセン整備

総合体育館整備開始

目標２ 基金残高（財政調整基金+減債基金）は、20億円以

上とする。

臨時財政対策債

臨財債
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総合体育館管理運営開始による
物件費の増、会計年度任用職員
制度の開始に伴う人件費の増

扶助費・人件費の増加により90％超の見込み
【目標１】経常収支比率

目標92%未満

％

国の経済対策による普通交付税の
追加交付による収入増により減少

0.0
2.0
4.0
6.0
8.0

10.0
12.0
14.0
16.0
18.0
20.0
22.0
24.0
26.0
28.0
30.0
32.0
34.0

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

財政調整

基金

減債基金

29.7

億円

13.9

目標
20億円
以上
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【目標２】財調・減債基金残高

24.123.0
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億円

交付税措置のある起債を活用するも未達成

【目標３】実質プライマリーバランス

・浅羽中学校校舎改築
・教育会館整備
・袋井西コミセン整備
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実質公債費比率
（３ヶ年平均）

一般会計が負担する借入金返済額（組合・企業会
計等含む）の標準財政規模に対する比率
（例：家族全員の１年間の借金返済額が給与収入
に占める割合）

％

財政再生基準（レッド） 35%

早期健全化基準（イエロー） 25％
ローンの割合は減少傾向

実質公債費比率（3カ年平均）
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財政力指数（単年度）物価高騰対策事業の実施・人件費の増により赤字の見込み

【目標４】実質単年度収支（一般会計）

単年度の収支から、赤字・黒字要素（財
政調整積立金の積立と取崩し）を加減し
たもの。当該年度だけの実質的な収支
を把握するための指標

国の経済対策による普通交付税の
追加交付に伴う増（9.6億円）
ふるさと納税の増額（3.3億円）

新型コロナウイルス感染症
対策実施に伴う財政調整基
金の取崩し（1.1億円）

百万円

扶助費・人件費が増加

性質別歳出額（当初予算ベース）

億円

義務的経費

321.8 328.4 339.6 352.0 356.0 365.8

327.8

33.1

388.3

※R5は決算見込み。R6は当初予算ベース

・・・地方債発行額

・・・元金償還額

２年連続で赤字にしない

※R5は見込み
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市税の推移【H20～Ｒ６】

【市税合計】 　【個人市民税】 【法人市民税】

【固定資産税】
　　　【軽自動車税】 　【都市計画税】

※Ｒ５の決算額は見込み。Ｒ６年度は予算額

H20.９月 リーマンショック H26.4月 消費税率改正（8%）
H23.３月 東日本大震災 R1.10月 消費税率改正（10％）
H24.12月 第２次安倍内閣発足 R1.11月～ 新型コロナウイルス

（アベノミクス） 感染症の世界的流行
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1,301
1,3311,318

1,021 1,027
1,037

1,293

1,233

1,242
1,265

1,238

1,252
1,269

1,249

1,272
1,304

1,284

1,313 1,331
1,318

900

950

1,000

1,050

1,100

1,150

1,200

1,250

1,300

1,350

1,400

H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

当初予算額

決算額

175180

180
182

191201
205

217 224

249

268

303

312

331

354
361

171

179
184189

198 202
206

211

249
263

274
288

307
317

340 354
361

140

190

240

290

340

390

H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

当初予算額

決算額

軽自動車の税率改
正（7,200円
→10,800円）

6,8516,855

6,898
6,811

6,433

6,466

6,459

6,453

6,591

6,603

6,682

6,791

6,964
6,627

7,123

7,269

7,185

6,924 6,908

6,845
6,806

6,450

6,435

6,522

6,439

6,634

6,753
6,709

6,862

7,077

6,935

7,148
7,269

7,185

6,200

6,400

6,600

6,800

7,000

7,200

7,400

H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

当初予算額

決算額

単位：百万円 単位：百万円

東

日

本

大

震

災

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク

東

日

本

大

震

災

評価替

浅羽地域
課税

単位：百万円

単位：百万円

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク

東

日

本

大

震

災

東

日

本

大

震

災

評価替

評価替

税率引き下げ
12.3％→9.7％

原動機付自転車、

二輪車税額変更

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク

評価替

評価替

環境性能割創設

1,264

1,243

税率引き下げ
9.7％→6.0％

4,881

市税全体では、定額減税の影響等により
減少（▲3.0％）

給与所得は増加するものの定額減税に
より減少（▲6.4％）

大手企業の業績の伸び悩みにより減
少（▲7.4％）

買い替えに伴う新税額適用車の増加
（+1.9％）

３年に一度の評価替えにより減少
（▲1.2％）

新

型

コ

ロ

ナ

新

型

コ

ロ

ナ

新

型

コ

ロ

ナ

評価替

新

型

コ

ロ

ナ

３年に一度の評価替えにより減少
（▲1.0％）

評価替

新

型

コ

ロ

ナ

単位：百万円単位：百万円

定額減税▲430
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